
 

 

平成２４年度  

静岡市障害者等相談支援事業の現状について 

 

 

１ 障害者等相談支援事業 

 

  相談支援事業とは、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づき、障がい者及び保護者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他

の支援を行うための事業あり、障害者等相談支援推進センターを含め市内１１か所の相

談支援事業所において実施している。 

  また、平成２４年４月の法改正により身体・知的・精神障がい者の相談を総合的に行

い、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センター事業を障害者等

相談支援推進センターが、さらに１０月からの「障害者虐待の防止、障害者の養護者に

対する支援等に関する法律」の施行により、虐待通報・相談窓口としての虐待防止セン

ター事業を各相談支援事業所等において新たに実施している。 

  

＜静岡市の相談体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

自立支援協議会 

行政（障害者福祉課、精神保健福祉課、区福祉事務所など） 

相談支援

事業所

（しんて

た） 

基幹相談支援

センター 

相談支援

事業所

（しんて

た） 

相談支援

事業所

（しんて

た） 

相談支援

事業所

（しんて

た） 

身体 3か所 知的 3か所 

精神 3か所 重心 1か所 

連 

携 

身体・知的・精神 
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（１）第３期障がい福祉計画における進捗状況 

 

 障がい福祉計画の計画値との比較では、実施箇所数、個別支援会議開催回数や自立支

援協議会等の会議開催回数は概ね計画どおりの実施状況であるが、相談件数及び療育支

援の実施回数が大きく計画値を上回っている。 

  療育支援事業は、障害者等相談支援事業所のうち主として知的障がい者（重心含む）

を対象とする４事業所で実施している。主な内容としては、①在宅障害児に対する訪問

支援、保護者相談会及びペアレントトレーニング ②発達の気になる子に対する保育

園・幼稚園に対する巡回指導 ③障害児のための料理教室や摂食指導 ④特別支援学校

教諭等に対する研修会や療育関係機関に対する感染症研修会の実施などであり、各事業

所の特色を生かし積極的に行われている。 

（相談件数の推移や支援内容等については（２）平成２４年度の障害者等相談支援事業等の

実績で触れる。） 

 

＜第３期障がい者福祉計画掲載事業の進捗状況＞ 

指    標 事業内容 平成24年度

計 画 値 

平成24年度

実 績 値 

障 害 者 等 相 談 

支 援 事 業 

実 施 箇 所 数  

身体・知的・精神障害の相

談支援及び基幹相談支援ｾﾝ

ﾀｰ、障害者110番事業の実施 

11 11 

相 談 件 数 18,000 21,476 

個 別 支 援 会 議 

開 催 回 数 

260 220 

療育支援実施回数 560 842 

相 談 支 援 

機 能 強 化 事 業 

実 施 箇 所 数 相談支援事業所に専門職員

を配置し、相談支援体制の

機能強化を図る 

8 8 

 

地 域 自 立 支 援 

協 議 会 

構 成 会 議 数 静岡市障害者自立支援協議

会・静岡市障害者相談支援

連絡調整会議の運営 

4 4 

開 催 回 数 54 50 

成 年 後 見 制 度 

利 用 支 援 事 業 

実 施 箇 所 数 

 

 

後見人の報酬等の経費につ

いて、助成を受けなければ

成年後見制度の利用が困難

であると認められる障害の

ある人に対し、申立てに要

する経費及び後見人等の報

酬を助成 

4 4 

実 利 用 者 数 7 7 

 

 



 

 

（２）平成２４年度の障害者等相談支援事業等の実績 

①相談件数の推移  

  相談件数の推移は図１のとおりであり、相談件数はいずれも増加傾向にある。 

  特に、知的障がい者を対象とする相談支援事業所については、前年度に比べ 

２，２９５件、３２．３％の増となっている。            （図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②支援方法の推移 

  支援方法としては、いずれの年度も図２のとおり「電話による相談対応」が最も多く、

次いで「来所による相談対応」「訪問による相談対応」という状況であったが、平成２４ 

年度は医療機関、介護保険サービス事業所との連携や施設の空き状況の確認など「関係

機関との連携による対応」が大幅に伸びている。             （図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③支援内容別の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 相談支援事業所（１１か所）全体の支援内容別の実績は、図３のとおりである。 

 「福祉サービスの利用に関する支援（４５％）」がほぼ半数を占めるなど圧倒的に多く、

次いで「不安解消・情緒安定に関する支援（１１％）」「健康・医療に関する支援（８％）」

がほぼ同数で続く。 

身体、知的障がい者の相談支援を行う事業所においても同様な傾向が見られる。 

（図４、５） 

 精神障がい者の相談支援を行う事業所においても、支援内容の順位は変わらないが 

「人間関係に関する支援」が他事業所と比べると多く、全体の１０％を占めている。（図６） 

 また、平成２４年度からの事業である基幹相談支援センター（障害者１１０番含む）に 

おいては、特定の支援に偏らないさまざまな支援を総合的・専門的に行っていることがわ 

かる。特に、「権利擁護に関する支援」が全体の２６％と最も多い。（図７） 

 いずれにしても、本人の有する障がいや病状、健康・医療なども含め多くの相談者が生 

活を送る上で不安を抱えていることがわかる。 

 

（図３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（図４）                  （図５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図６）               （図７） 

 

 

 

 

 

（図６）                  （図７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

④手帳所持者数と相談件数 

 

 図８のとおり、平成２２年度と平成２４年度の比較において、手帳所持者数１，２１６ 

人、３．８％増、相談件数では６，７５９件、４８．６％増となっている。 

増加率について手帳所持者数と相談件数を比較したところ、２年間で約１３倍と大きな 

伸び率を示している。 

               （図８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

⑤平成２４年度障害者等相談支援事業実施結果の分析、次年度に向けた改善事項 

 

 平成２４年度実施事業に対する相談支援事業所等による分析・改善報告は下記のとおり 

である。 

 

＜相談支援事業＞   

実施結果の分析、改善事項等 今後の課題 

(1)重症心身障害児者の相談支援について、

周知・浸透により相談件数の増につながっ

た。 

(2)外出が困難な重症児者への対応増により

「訪問による支援」と細やかな報告、連絡、

調整により「関係機関との連携による支

援」件数が３倍になった。 

(3)介護保険事業所の居宅支援部会等の会議

参加し、情報共有を行った。 

(4)相談者の要望に応じ土・日・祭日も来所

相談の受付や家庭訪問を行った。 

(5)指定特定相談支援事業との連携により、

福祉サービスだけでなく、より総合的な支

援計画を提案することができた。 

(6)相談支援事業を通じ、主訴の解決とニー

ズに沿った支援につなげることができた。 

 

(1)身体、知的、精神障がいの重複者など障

がい種別が多様化している。障がい者の範

囲拡大がされる平成２５年度はさらに多

くの関係機関と積極的に関わっていきた

い。 

(2)重症児者の相談が解決し、終結すること

は余りない。ひとつの相談を入口として、

ライフステージに沿った支援を継続する

必要がある。 

(3)件数の多い各種福祉サービスの利用に関

する相談に適切に対応するためには、事業

所が提供するサービスの最新情報を整理

が必要である。 

(4)引きこもりなどサービスにつながる前の

支援が必要な相談者の支援を通じ、地域の

インフォーマルな社会資源との連携の重

要性を認識した。相談支援事業所のみで抱

えることなく、地域支援者との協力体制を

築いていきたい。 

(5)隠れたニーズを聞き取り、本人の要望や

意向に沿った支援を行えるようアセスメ

ントをしっかり行いたい。 

(6)指定特定相談支援事業を行う相談機関に

対し、委託相談支援事業所として適切な助

言・指導を行い、相互のレベルアップを図

っていきたい。 

 

 

 



 

 

＜ピアカウンセリング事業＞ 

実施結果の分析、改善事項等 今後の課題 

(1)ピアカウンセリングの回を重ねるごとに

クライアントの表情の変化、事業所ワーカ

ーでは知り得なかった課題の見出しによ

り新たな支援につなぐことができ、ＱＯＬ

の向上につながった。 

(2)ピアカウンセリング理解のため公開講座

には、障がい当事者を初め福祉関係職員、

行政関係職員など多くの参加があった。 

(1)ピアカウンセリング事業の周知、カウン

セラー技術向上のため積極的に研修会等

に参加し、多くの方にピアカウンセリング

が行える体制を目指したい。 

 

 

＜身体障害者生活支援事業＞ 

実施結果の分析、改善事項等 今後の課題 

(1)生活能力向上を目的にパソコン講習会を

定期的に開催。予定人数を超える応募があ

り、定着を実感。一般の講習会では、身体

障がいの状況やコミュニケーションの点

で操作技術の向上が図れないという問題

点が解決できた。 

(2)自立生活プログラム事業して、新たに一

人暮らしをしている人、今後一人暮らしを

始め、社会体験を重ねたい人のためのビギ

ナーズプログラムを開催、当事者スタッフ

の増員を図った。 

(1)社会生活力への取り組み内容の見直しを

行い、障がい者のある方のニーズに沿った

計画性のある支援を行っていきたい。 

(2)社会資源を活用するための教室を開催し

たが、継続参加者が多いため、積極的な広

報を行い、新規参加者を増やしたい。 

 

 

＜障害児等療育支援事業＞ 

実施結果の分析、改善事項等 今後の課題 

(1)「障害児のための料理教室」は好評で、

市内外のから多くの参加者があった。 

(2)臨床発達心理士による幼稚園の巡回指導

を行った。児の観察と園に対する指導・ア

ドバイス、カンファレンスの中で、保健福

祉センターや療育機関との連携を再認識

した。 

(3)「発達障害のある子どもの理解を深める

ために」をテーマに療育講演会を実施し

(1)成人を対象に社会生活の中で自立してい

くために必要な知識・技術の習得を目指し

たプログラムに取り組んだ。「当事者同士

のつながり」をテーマに、ハイキング、座

談会、料理教室を実施した。料理技術の習

得だけでなく、当事者同士の悩みを聞いて

もらえる場の必要性を確認したため、平成

２５年度はさらに当事者同時のつながり

を深められるよう回数を増加するととも



 

 

た。保育園・幼稚園職員から就労関係事業

所まで多分野からの参加があった。安定し

た成人期を迎えるための幼児期からの過

ごし方の重要性を認識、終了後アンケート

では「すぐ実践したい」という意見多く、

療育への関心の深さを実感した。 

 

に、習得した技術についても実生活の中で

生かせるようなものにしたい。 

 

 

＜基幹相談支援センター事業＞ 

実施結果の分析、改善事項等 今後の課題 

(1)障がい者虐待防止の仕組み等について、

さまざまな勉強会、研修会等を通じ制度の

啓発を図った。 

(2)「障害者１１０番事業」は、障害当事者・

家族によるピアカウンセリングが受けら

れることから好評を得ている。相談に当た

る障害者相談員との交流や情報交換によ

り、地域の相談案件が寄せられることも多

いため、引き続き現行の相談体制の維持し

ていきたい。 

 

(1)触法系相談など、弁護士等との連携が必

要な事案が増加した。矯正施設への収容が

必ずしも再犯防止にはつながらないとい

う認識が深まるにつれ、福祉分野への相談

は今後、急増すると思われる。 

(2)成年後見制度、生活保護相談が増加し、

行政書士相談が活用されている。今後ます

ます各界の専門家である弁護士会、司法書

士会、社会福祉士会との連携が必要とな

る。 

(3)「老障介護事例」を通じ、地域包括セン

ターや介護保険居宅事業所との連携を行

った。今後は組織的に地域包括センターと

障害者相談支援事業所との連携を図って

いく必要がある。 

(4)精神障がい者の地域移行、地域定着に関

連して、精神保健福祉課、こころの健康セ

ンター、精神科病院等を訪問し、関係構築

に努めた。退院後の地域の受け皿としてグ

ループホーム、ケアホームの箇所数増、精

神障がい者の障がい特性を理解できるヘ

ルパー養成が急務である。また、家族会、

当事者団体、社会福祉協議会、地域包括セ

ンター等と連携できる地域の仕組みづく

りも推進する必要がある。 

 



 

 

２ 障害者相談員設置事業 

  障がい者の地域活動の推進と福祉の推進を図るため、身体障害者福祉法及び知的障害

者福祉法の規定に基づき、地域における障害を持つ本人やその家族等による相談支援事

業を実施している。 

  ＜平成２４年度の実績＞ 

 身 体 障 害 者 

相 談 員 

知 的 障 害 者 

相 談 員 

精 神 障 害 者 

家 族 相 談 員 

合  計 

相 談 員 人 数 ７３人 ２７人 ６人 １０６人 

相 談 件 数 １，４３７件 ８４６件 １１３件 ２，３９６件 

1人当たりの相談件数 １９．７件 ３１．３件 １８．８件 ２２．６件 

   

＜相談内容別の状況＞            （図９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              

 

 

 

 

                             

                             

 図９のとおり、「医療に

関する相談」と並んで「生

活に関する相談」が多い。 

 地域で生活する上での

さまざまな相談に対して

障害者相談員が身近な相

談者としての役割を担っ

ている。 
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